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(57)【要約】
【課題】導電層を損傷させることなく転写できる導電性
転写シートと、該導電性転写シートを用いて転写された
導電層を有する導電性積層体の提供。
【解決手段】剥離性表面を有する剥離性基材１８の前記
剥離性表面上に、転写層１５が形成された転写シート１
であって、転写層１５が、ポリチオフェン系導電剤また
は銀ナノワイヤ系導電剤を有し、剥離性表面に接するよ
うに位置する導電層１２と、該導電層１２上に形成され
た中間層１３と、該中間層１３上に形成された接着層１
４とからなり、中間層１３は、接着層１４よりも、破断
伸度が小さく、破断強度が大きくなるように形成されて
いる。
【選択図】図１
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【特許請求の範囲】
【請求項１】
　剥離性表面を有する剥離性基材の前記剥離性表面上に、転写層が形成された転写シート
であって、
　前記転写層が、ポリチオフェン系導電剤または銀ナノワイヤ系導電剤を有し、前記剥離
性表面に接するように位置する導電層と、該導電層上に形成された中間層と、該中間層上
に形成された接着層とからなり、
　前記中間層は、前記接着層よりも、破断伸度が小さく、破断強度が大きいことを特徴と
する導電性転写シート。
【請求項２】
　前記接着層は、感圧接着層または活性エネルギー線硬化型接着層であることを特徴とす
る請求項１に記載の導電性転写シート。
【請求項３】
　前記剥離性基材は、長鎖脂肪族基が（メタ）アクリル酸エステルのエステル基側鎖にウ
レタン結合を介して結合したウレタン（メタ）アクリレートを樹脂成分の主成分として含
有する活性エネルギー線硬化型樹脂組成物を、硬化して形成された剥離層を有し、該剥離
層により前記剥離性表面が形成されていることを特徴とする請求項１または２に記載の導
電性転写シート。
【請求項４】
　被転写体上に、請求項１～３のいずれか一項に記載された導電性転写シートから転写さ
れた前記転写層を有することを特徴とする導電性積層体。

【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、たとえばタッチパネルなどに好適に使用される導電性積層体、該導電性積層
体の製造に用いられる導電性転写シートに関する。
【背景技術】
【０００２】
　タッチパネルは、位置入力装置として機能する電子部品であり、液晶パネルのような表
示装置と組み合わされ、携帯電話や携帯ゲーム機等において幅広く利用されている。タッ
チパネルは、操作者が画面表示に基づき、手や入力ペンでタッチパネルの特定位置を指し
示すと、装置がその特定位置の情報を感知することで、操作者が望む適切な動作を行なわ
せることができるインターフェースである。
【０００３】
　タッチパネルにおいて、指し示す位置の検出方法には、例えば抵抗膜式、静電容量方式
があるが、静電容量方式は、携帯電話などのモバイル機器を中心として急速に拡大してき
た。静電容量方式の代表的な検出方式としては、アナログ検出の表面型と、パターニング
された電極を用いた積算検出方式による投影型の２つが挙げられる。さらに投影型の構成
は、方式やメーカー毎に多数の提案がなされているが、最近急増した投影型としては、導
電層に挟まれる絶縁層や表面の保護板としてガラスや樹脂板を用いることで、耐久性を付
与したものが多い。
【０００４】
　タッチパネルの要となる導電層としては、スパッタや蒸着などの乾式法により形成され
るＩＴＯ（酸化錫をドープした酸化インジウム）層の他、例えば特許文献１に記載されて
いるように、ポリチオフェン系導電剤のような有機系導電剤を用いた導電層も検討されて
いる。また、例えば特許文献２に記載されているように、銀などの金属ナノワイヤ系導電
剤の使用も検討されている。
　有機系導電剤や金属ナノワイヤ系導電剤を用いた導電層の形成方法としては、これらの
導電剤を含む塗布液を調製し、この塗布液をポリエステルフィルムなどからなる絶縁層上
にフィルムコータで塗布し、乾燥する方法がある。
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【０００５】
　ところが、このようにフィルムコータを用いて塗布液を絶縁層上に塗布し、導電層を形
成する方法は、絶縁層が可撓性のあるフィルムなどからなる場合には適用できるが、絶縁
層が可撓性のない樹脂板やガラス板を具備する場合には、適用できなかった。また、伸び
や断裂が生じやすい薄いフィルムや延伸フィルム、耐熱性の低いフィルムなどからなる絶
縁層の場合にも、フィルムコータを用いてその上に導電層を形成することは困難であった
。
　これに対して、例えば特許文献３には、ベースフィルムと有機系導電剤を用いた導電層
と接着層とが積層された転写材が記載されている。この転写材を用いて、導電層を絶縁層
に転写する方法によれば、絶縁層が可撓性のない樹脂板やガラス板、薄いフィルムや延伸
フィルム、耐熱性の低いフィルムなどであっても、その上に導電層を設けられると考えら
れる。
【先行技術文献】
【特許文献】
【０００６】
【特許文献１】特開２００６－２８４３９号公報
【特許文献２】特開２０１１－１４９０９２号公報
【特許文献３】特許第４０９７２３４号公報
【発明の概要】
【発明が解決しようとする課題】
【０００７】
　しかしながら、特許文献３に記載のように、ベースフィルムと導電層と接着層とからな
る転写材を用いて、導電層を絶縁層上に転写する方法では、転写時に接着層の伸びが導電
層に伝達し、その結果、導電層が損傷してしまい、導電層の導電性が低下することがあっ
た。
　本発明は上記事情に鑑みてなされたもので、導電層を損傷させることなく転写できる導
電性転写シートと、該導電性転写シートを用いて転写された導電層を有する導電性積層体
の提供を課題とする。
【課題を解決するための手段】
【０００８】
　本発明の導電性転写シートは、剥離性表面を有する剥離性基材の前記剥離性表面上に、
転写層が形成された転写シートであって、前記転写層が、ポリチオフェン系導電剤または
銀ナノワイヤ系導電剤を有し、前記剥離性表面に接するように位置する導電層と、該導電
層上に形成された中間層と、該中間層上に形成された接着層とからなり、前記中間層は、
前記接着層よりも、破断伸度が小さく、破断強度が大きいことを特徴とする。
　前記接着層は、感圧接着層または活性エネルギー線硬化型接着層であることが好ましい
。
　前記剥離性基材は、長鎖脂肪族基が（メタ）アクリル酸エステルのエステル基側鎖にウ
レタン結合を介して結合したウレタン（メタ）アクリレートを樹脂成分の主成分として含
有する活性エネルギー線硬化型樹脂組成物を硬化して形成された剥離層を有し、該剥離層
により前記剥離性表面が形成されていることが好ましい。
　本発明の導電性積層体は、被転写体上に、本発明の導電性転写シートから転写された前
記転写層を有することを特徴とする。
【発明の効果】
【０００９】
　本発明によれば、導電層を損傷させることなく転写できる導電性転写シートと、該導電
性転写シートを用いて転写された導電層を有する導電性積層体とを提供できる。
【図面の簡単な説明】
【００１０】
【図１】本発明の導電性転写シートの一例を示す断面図である。
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【図２】図１の導電性転写シートを用いて、被転写体である絶縁層上に、転写層が形成さ
れた導電性シート（導電性積層体）を示すものであって、（ａ）絶縁層の片面に転写層が
形成された形態の導電性シートの断面図、（ｂ）絶縁層の両面に転写層が形成された形態
の導電性シートの断面図である。
【図３】本発明の導電性転写シートの他の例を示す断面図である。
【発明を実施するための形態】
【００１１】
　本発明の導電性転写シートは、導電層を含む転写層を有し、被転写体上に転写層を転写
して、被転写体の表面に導電層を設けるためのものである。
　図１は、本発明の導電性転写シート１の一例を示す断面図であって、この例の導電性転
写シート１は、剥離層１７を表面に備えたシート状の剥離性基材１８の剥離層１７上に、
転写層１５が形成された構成を有する。この例の転写層１５は３層構成であり、剥離層１
７に接するように位置する導電層１２と、導電層１２上に形成された中間層１３と、中間
層１３上に形成された接着層１４とを備えている。
　図２は、図１の導電性転写シート１を用いて、被転写体である絶縁層１１上に、転写層
１５が形成された導電性シート（導電性積層体）１０，１０’を示すものであって、（ａ
）絶縁層１１の片面に転写層１５が形成された導電性シート１０の断面図、（ｂ）絶縁層
１１の両面に転写層１５が形成された導電性シート１０’の断面図である。
　なお、本願の図面に記載の各断面図は、主に層構成を示すものであり、寸法や厚さは適
宜強調している箇所があり、正確に示されたものではない。
　以下、本発明の導電性転写シートおよび導電性積層体について、順次詳細に説明する。
【００１２】
［１］導電性転写シート
＜剥離性基材＞
　この例の導電性転写シート１は、シート状基材１６上に剥離層１７が設けられ、該剥離
層１７により剥離性表面が形成された剥離性基材１８を有する。剥離性基材１８は、導電
性転写シート１において、剥離性表面上の転写層１５を支持するものである。
　なお、剥離性基材としては、この例のように、剥離層が設けられることによって、剥離
性表面が形成されているものを用いることが好ましいが、剥離層を具備していなくても剥
離性を備えている剥離性基材も使用できる。
［シート状基材］
　シート状基材１６の材質としては、例えば、ポリプロピレン系樹脂、ポリエチレン系樹
脂、ポリオレフィン系樹脂、ポリアミド系樹脂、ポリエステル系樹脂、ポリアクリル系樹
脂、ポリ塩化ビニル系樹脂、ウレタン系樹脂などの樹脂シート、アルミニウム箔、銅箔な
どの金属箔、グラシン紙、コート紙、セロハンなどのセルロース系シート、あるいは以上
の各シートの複合体（積層体）などを例示することができる。
【００１３】
　なかでも好ましいものは、耐溶剤性がある点、剥離性を不安定にする可塑剤や不純物成
分などの低分子量成分量が少ない点から、ポリエステル系樹脂シート（二軸延伸ＰＥＴシ
ート、無延伸ＰＥＴシートなど。）、ポリオフィン樹脂シート（二軸延伸ポリオレフィン
シート、無延伸ポリオレフィンシートなど。）、ポリアミド系樹脂シート（二軸延伸ポリ
アミドシート、無延伸ポリアミドシートなど。）、ウレタン系樹脂シート（ウレタンエラ
ストマーシートなど。）、ウレタンエラストマーシートとポリオレフィンシートの積層体
などである。さらに好ましくは、被転写体への転写性（転写形状追従性）に優れ、コスト
面でも有利なことから、二軸延伸ポリオレフィンシートおよび無延伸ポリオレフィンシー
トなどのポリプロピレン系シートである。
【００１４】
　シート状基材１６の厚みは、材質にもよるが、転写性などの点から、２０～２００μｍ
が好ましい。
【００１５】
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［剥離層］
　剥離層１７は、シート状基材１６からの転写層１５の剥離性を適度な強度に安定させる
ために付与するものである。剥離層１７は、転写時には、シート状基材１６とともに転写
層１５から剥離する。
　剥離層１７の材質としては、転写シートなどにおいて従来用いられている公知の材質を
選択できるが、表面平滑性に優れた剥離層１７を容易に形成できるため、硬化型のウレタ
ン（メタ）アクリレートを樹脂成分とする硬化型樹脂組成物から形成された硬化物が好ま
しい。硬化型のウレタン（メタ）アクリレートを樹脂成分とする硬化型樹脂組成物を硬化
してなる剥離層１７は、ウレタン構造によりシート状基材１６と優れた密着性を発現する
。また、その適度な柔軟性によって、良好な転写を実現することができる。
　なお、本明細書では、アクリレートとメタクリレートの総称として「（メタ）アクリレ
ート」と表現する。
　また、硬化型樹脂組成物は、樹脂成分を少なくとも含有し、通常、溶剤と各種添加物な
どをさらに含有する。
【００１６】
　ウレタン（メタ）アクリレートを樹脂成分とする硬化型樹脂組成物としては、一液ポリ
マー型、二液熱硬化型、活性エネルギー線硬化型がある。これらのうち、一液ポリマー型
は、架橋構造を持たないために高温での剥離安定性が不充分となる場合や、耐溶剤性が低
いために転写層１５の形成時に剥離層１７と転写層１５との界面が荒れる場合がある。ま
た、二液熱硬化型は、例えば１２０～１６０℃の高温での硬化が必要となるため、使用可
能なシート状基材１６の材質が耐熱性のある例えばＰＥＴなどに限定され、転写性に優れ
る熱的柔軟性の高いシート状基材１６などは、熱皺やカールが発生して使用困難となると
いう問題があった。
　これに対して、活性エネルギー線硬化型であれば、これらの問題を解決できる点で、好
ましい。
【００１７】
　ウレタン（メタ）アクリレートとは、イソシアネート化合物と水酸基を有する（メタ）
アクリレートを反応させたウレタン結合を有するものであって、剥離層１７に要求される
物性によっては、イソシアネート化合物と水酸基を有する（メタ）アクリレートに加えて
、ポリオール化合物、さらには１分子あたり１個以上のアリルエーテル基および１個以上
の水酸基を有する化合物を原料に加えて反応させたものでもよい。
【００１８】
　イソシアネート化合物としては、単官能または多官能のイソシアネート化合物を１種以
上用いることができる。
　多官能イソシアネート化合物としては、トリレンジイソシアネート、水添トリレンジイ
ソシアネート、ジフェニルメタンジイソシアネート、水添ジフェニルメタンジイソシアネ
ート、トリジンジイソシアネート、ナフタリンジイソシアネート、ヘキサメチレンジイソ
シアネート、イソホロンジイソシアネート、キシリレンジイソシアネート等のジイソシア
ネート化合物が例示できる。さらには、上記の各種ジイソシアネート化合物と水とを反応
させて得られるビュレット型ポリイソシアネート化合物、または上記の各種ジイソシアネ
ート化合物とトリメチロールプロパン等の多価アルコールとを反応させて得られるアダク
ト型ポリイソシアネート化合物、または上記の各種ジイソシアネート化合物をイソシアヌ
レート化せしめて得られる多量体等も例示でき、１種以上を使用できる。
【００１９】
　水酸基を含有する（メタ）アクリレートとしては、２－ヒドロキシエチル（メタ）アク
リレート、２－ヒドロキシプロピル（メタ）アクリレート、ブタンジオールモノ（メタ）
アクリレート、２－ヒドロキシエチル（メタ）アクリレートのカプロラクトン変性物、グ
リシドールジ（メタ）アクリレート、ペンタエリスリトールトリ（メタ）アクリレート等
公知慣用のものが挙げられ、１種以上を使用できる。
【００２０】
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　ポリオール化合物としては、例えば、ポリエステルポリオール、ポリカプロラクトンポ
リオール、ポリエーテルポリオールなどが挙げられる。
　ポリエステルポリオールは、多価カルボン酸と多価アルコールをエステル化反応させて
得られるものである。多価カルボン酸としては、アジピン酸、セバシン酸、コハク酸、フ
タル酸、無水フタル酸、イソフタル酸、テレフタル酸、テトラヒドロフタル酸、無水テト
ラヒドロフタル酸フマル酸、マレイン酸、無水マレイン酸、イタコン酸、トリメリット酸
、無水トリメリット酸、ピロメリット酸、無水ピロメリット酸等公知慣用のものが挙げら
れ、１種以上を使用できる。多価アルコールとしては、エチレングリコール、ジエチレン
グリコール、プロピレングリコール、ジプロピレングリコール、ネオペンチルグリコール
、１，４－ブタンジオール、１，６－ヘキサンジオール、３－メチル１，５－ペンタンジ
オール、ビスフェノールＡのエチレンオキサイドもしくはプロピレンオキサイド付加物、
グリセリン、トリメチロールプロパン、トリメチロールエタン、ペンタエリスリトール、
ジメチロールプロピオン酸、ジメチロールブタン酸等公知慣用のものが挙げられ、１種以
上を使用できる。
【００２１】
　ポリエステルポリオールとしては、４０℃で非結晶であるものが好ましく、常温で非結
晶であるものがより望ましい。４０℃で結晶性があるポリエステルポリオールを用いると
、得られるウレタン（メタ）アクリレートが結晶化しやすく、塗料安定性、作業性が低下
して、形成される剥離層１７の塗膜物性が低下する可能性がある。
　ポリエステルポリオールの数平均分子量は５００～３５００であることが好ましく、１
０００～３０００であるのがより望ましい。数平均分子量が５００未満では、剥離層１７
が脆くなり、３５００を超えると硬化性及び剥離層１７の強度が不充分となり、剥離層１
７が脆くなる可能性がある。
【００２２】
　ポリカプロラクトンポリオールとしては、エチレングリコール、ジエチレングリコール
、プロピレングリコール、ジプロピレングリコール、ネオペンチルグリコール、１，４－
ブタンジオール、１，６－ヘキサンジオール，ビスフェノールＡのエチレンオキサイド，
もしくはプロピレンオキサイド付加物、グリセリン，トリメチロールプロパン、トリメチ
ロールメタンペンタエリスリトール等公知慣用の多価アルコールのε－カプロラクトン付
加物等が挙げられ、１種以上を使用できる。
【００２３】
　ポリエーテルポリオールとしては、ポリオキシアルキレンポリオールなどを用いること
ができ、エチレンオキサイド、プロピレンオキサイド、テトラヒドロフランをカチオン重
合して造られる公知慣用のものが挙げられ、１種以上を使用できる。
【００２４】
　１分子当り１個以上のアリルエーテル基及び１個以上の水酸基を有する化合物としては
、グリセリンモノアリルエーテル、トリメチロールプロパンジアリルエーテル、ペンタエ
リスリトールジアリルエーテル、ペンタエリスリトールトリアリルエーテル等公知慣用の
ものが挙げられ、１種以上を使用できる。
　１分子当り１個以上のアリルエーテル基及び１個以上の水酸基を有する化合物は、剥離
層１７の黄変等の着色を抑えたい場合に添加することが好ましい。その場合の添加量は、
樹脂成分の１～２０質量％、好ましくは５～１０質量％の割合とすることが好適である。
添加量が少ないと着色抑制効果が小さく、添加量が多いと剥離層１７としての柔軟性が低
下したり、高価になったりする傾向がある。
【００２５】
　活性エネルギー線硬化型樹脂組成物としては、このようなウレタン（メタ）アクリレー
トのうち、特に、長鎖脂肪族基が（メタ）アクリル酸エステルのエステル基側鎖にウレタ
ン結合を介して結合したウレタン（メタ）アクリレート（以下、長鎖脂肪族ペンダント構
造を有するウレタン（メタ）アクリレートという場合がある。）を樹脂成分の主成分とす
る組成物が好ましい。
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【００２６】
　ここで主成分とは、樹脂成分が、長鎖脂肪族ペンダント構造を有するウレタン（メタ）
アクリレートとそれ以外の１種の樹脂からなる場合には、長鎖脂肪族ペンダント構造を有
するウレタン（メタ）アクリレートが５０質量％以上含まれることをいい、樹脂成分が、
長鎖脂肪族ペンダント構造を有するウレタン（メタ）アクリレートとそれ以外の２種以上
の樹脂からなる場合には、長鎖脂肪族ペンダント構造を有するウレタン（メタ）アクリレ
ートの質量割合が最も大きく、それ以外の樹脂はこの質量割合を超えないことをいう。
【００２７】
　長鎖脂肪族ペンダント構造を有するウレタン（メタ）アクリレートが樹脂成分の主成分
であると、硬化して形成された剥離層１７は、長鎖脂肪族ペンダント構造によって良好な
剥離性を実現することができる。また、ウレタン（メタ）アクリレートに由来して、表面
平滑性に優れた剥離層１７を形成でき、シート状基材１６との優れた密着性を発現でき、
また、適度な柔軟性によって良好な転写を実現することができる。
【００２８】
　本明細書で言う長鎖脂肪族ペンダント構造とは、以下の（Ａ）または（Ｂ）の手段によ
り形成された構造を意味する。
（Ａ）（メタ）アクリル酸と反応してエステルを形成するアルコールとして、長鎖脂肪族
アルコールを用いる。長鎖脂肪族アルコールは、炭素数５以上、好ましくは１２以上、３
０以下であり、例えば、ラウリルアルコール、ミリスチルアルコール、パルミチルアルコ
ール、ステアリルアルコール、ベヘニルアルコールなどが挙げられる。
（Ｂ）（メタ）アクリル酸と反応するアルコールとしてジオールを用い、残っているアル
コール末端に長鎖脂肪族基を有するイソシアネートと反応させる。この場合、該アルコー
ル末端に、多官能イソシアネートとポリオールを結合し、その末端のアルコールに長鎖脂
肪族基を有するイソシアネートを結合するなどの方法を用いても良い。いずれにしろ、ア
クリル酸エステルの側鎖に、ウレタン結合を介して、長鎖脂肪族基が結合している。
【００２９】
　長鎖脂肪族ペンダント構造を有する（メタ）ウレタンアクリレートを主成分とする樹脂
成分の具体例としては、上記（Ａ）の手段を用いた場合、最も代表的には、長鎖脂肪族ペ
ンダント構造を有するウレタン（メタ）アクリレートである下記式（１）の化合物を主成
分とし、さらに下記式（２）の（メタ）アクリレートを含有する混合物が示される。
ＣＨ２＝Ｃ（Ｒ２）ＣＯＯＲ３－Ｏ－ＣＯ－ＮＨＲ４　・・・式（１）
ＣＨ２＝Ｃ（Ｒ２）ＣＯＯＲ１　・・・式（２）
　上記式（１）、（２）において、Ｒ2は水素またはメチル基、Ｒ3、Ｒ4は夫々独立に任
意の炭化水素基、Ｒ1は長鎖脂肪族基である。
【００３０】
　上記（Ｂ）の手段を用いた場合、最も代表的には、長鎖脂肪族ペンダント構造を有する
（メタ）ウレタンアクリレートとして、下記式（３）のものが例示される。
ＣＨ2＝Ｃ（Ｒ2）ＣＯＯＲ3－Ｏ－ＣＯ－ＮＨＲ1　・・・式（３）
　上記式（３）において、Ｒ1、Ｒ2、Ｒ3は前記と同様である。
【００３１】
　更に、上記（Ｂ）の手段を用いた場合のより好ましい例として、多官能イソシアネート
化合物、下記式（４）で示される長鎖脂肪族イソシアネート化合物、水酸基を含有するア
クリレート及びポリオール化合物を原料として合成された、下記式（５）または式（６）
に示す長鎖脂肪族ペンダント構造を有するウレタン（メタ）アクリレートが好ましい。式
（４）で示される長鎖脂肪族イソシアネート化合物を用いると、適度な剥離性を安定に発
揮する剥離層１７を形成できる、長鎖脂肪族ペンダント構造を有するウレタン（メタ）ア
クリレートが得られる。
【００３２】
　Ｒ１－ＮＣＯ（Ｒ１：長鎖脂肪族基）・・・式（４）
　なお、Ｒ1は長鎖脂肪族基であり、炭素数５以上のアルキル基、アルケニル基およびア
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ルキニル基であることが好ましく、より好ましくは炭素数１２以上である。炭素数の上限
は特に制限がないが、炭素数が大きくなると溶剤への溶解性が悪く、融点が高く、結晶化
しやすくなる傾向にあるため、３０以下が好ましい。具体例としては、アミルイソシアネ
ート、ラウリルイソシアネート、ミリスチルイソシアネート、パルミチルイソシアネート
、ステアリルイソシアネート、ベヘニルイソシアネート、テトラコシルイソシアネート、
オクタコシルイソシアネートなどが好ましく例示できる。
【００３３】
ＣＨ２＝Ｃ（Ｒ２）ＣＯＯ－Ｉ－Ｐ－ＣＯ－ＮＨ－Ｒ１　　・・・・・式（５）
ＣＨ２＝Ｃ（Ｒ２）ＣＯＯ－Ｉ－Ｐ－Ｉ－ＣＯ－ＮＨ－Ｒ１　　・・・・・式（６）
（Ｉ：多官能イソシアネート由来残基、Ｐ：ポリオール由来残基、Ｒ１、Ｒ２は前記と同
様である。）
　この構成では、ポリオールおよび多官能イソシアネート由来残基によって柔軟性や密着
性などの剥離層１７の機能性を制御することが可能となる。
【００３４】
　長鎖脂肪族ペンダント構造を有するウレタン（メタ）アクリレート樹脂の具体的な合成
法には特に制限はなく、公知の各種方法を採用できる。また、１分子当たり少なくとも１
個以上のアリルエーテル基および１個以上の水酸基を有する化合物をウレタン（メタ）ア
クリレートの合成原料として反応する方法としても、多官能イソシアネート化合物および
ポリオール化合物成分を反応させて末端イソシアネートオリゴマーとし、１分子当たり少
なくとも１個以上のアリルエーテル基および１個以上の水酸基を有する化合物及び水酸基
含有（メタ）アクリレート成分を反応させる方法；多官能イソシアネート化合物と、ポリ
オール化合物及び１分子当たり少なくとも１個以上のアリルエーテル基および１個以上の
水酸基を有する化合物成分を反応させて末端イソシアネートオリゴマーとし、水酸基含有
（メタ）アクリレート成分と反応させる方法；１分子当たり少なくとも１個以上のアリル
エーテル基および１個以上の水酸基を有する化合物成分をポリオール化合物成分の原材料
として組み込み、ポリオールとして合成する方法；などがあげられる。
【００３５】
　なお、多官能イソシアネート化合物とポリオール化合物を反応させて末端イソシアネー
トオリゴマーを得る際に、必要に応じて２価のポリオール、もしくは２価のポリアミンを
鎖伸長剤として使用してもよい。
　２価のポリオールとしてはエチレングリコール、ジエチレングリコール、プロピレング
リコール、ジプロピレングリコール、ネオペンチルグリコール、１，４－ブタンジオール
，１，６－ヘキサンジオール，３－メチル１，５－ペンタンジオール、ビスフェノールＡ
のエチレレンオキサイドもしくはプロピレンオキサイド付加物等公知慣用のものが挙げら
れる。２価のポリアミンとしてはエチレンジアミン、ヘキサメチレンジアミン、トリレン
ジアミン、水添トリレンジアミン、ジフェニルメタンジアミン水添ジフェニルメタンジア
ミン、トリジンアミン、ナフタリンジアミン、イソホロンジアミン、キシレンジアミン、
水添キシレンジアミン等公知慣用のものが挙げられる。
【００３６】
　長鎖脂肪族ペンダント構造を有するウレタン（メタ）アクリレートとして、前記式（３
）、式（５）、式（６）などの化合物を使用する場合、さらに安定した剥離性を得るため
、樹脂成分には、必要に応じて、前記式（２）で示される長鎖脂肪族基を有する（メタ）
アクリレート成分を含有できる。式（２）の成分は、長鎖脂肪族ペンダント構造を有する
ウレタン（メタ）アクリレートの合成反応の際に添加されてもよいし、合成反応の後に添
加されてもよい。
【００３７】
　活性エネルギー線硬化型樹脂組成物の硬化物が、長鎖脂肪族ペンダント構造を有するた
めには、式（１）の長鎖脂肪族イソシアネートと、１分子当たり少なくとも1個以上のア
リルエーテル基および1個以上の水酸基を有する化合物を反応させ、活性エネルギー線硬
化反応に寄与する末端にアリル基を有する長鎖脂肪族構造を有するオリゴマーとして、活
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性エネルギー線硬化型樹脂に含有することが好ましい。
　また、長鎖脂肪族成分は結晶化することがあり、結晶化によって、活性エネルギー硬化
型樹脂組成物に沈殿物や浮遊物が発生し、その結果、形成される剥離層１７の外観や平滑
性を大きく損ねる場合がある。結晶化を抑制するために、剥離性を損なわない範囲で、式
（７）で示されるエーテル基およびエポキシ基を含有した脂肪族基を有する（メタ）アク
リレート成分を含有させることができる。
【００３８】
ＣＨ２＝Ｃ（Ｒ２）ＣＯＯＲ５　　　　　　　　　　　　　　　・・・式（７）
（Ｒ２：水素またはメチル基、Ｒ５：エーテル基およびエポキシ基を含有した脂肪族基で
ある。）
　式（７）の化合物としては、具体的にはグリシジル(メタ)アクリレート、メチルグリシ
ジル（メタ）アクリレート、エチルグリシジル（メタ）アクリレート、３，４－エポキシ
シクロヘキシルメチル（メタ）アクリレート、６－メチル－３，４－エポキシシクロヘキ
シルメチル（メタ）アクリレート、ブトキシエチルアクリレート、ノニルフェノールポリ
エチレンオキサイドアクリレートなどが例示できる。
　エーテル基およびエポキシ基を含有した脂肪族基を有する（メタ）アクリレート成分は
、長鎖脂肪族基を有するウレタン（メタ）アクリレートの合成反応の際に添加してもよい
し、合成反応の後に添加してもよい。
【００３９】
　長鎖脂肪族基を有するウレタン（メタ）アクリレートの合成反応は、溶剤中での溶液重
合により行える。溶剤としては、酢酸エチル、酢酸ブチル、酢酸プロピル等のエステル類
、メチルエチルケトン、メチルイソブチル、ジブチルケトン、シクロヘキサノンなどのケ
トン類、トルエン、キシレン、ヘキサンなどの芳香族類および炭化水素類など公知慣用の
有機溶剤が挙げられる。
【００４０】
　合成反応時の溶剤の量は、長鎖脂肪族ペンダント構造を有するウレタン（メタ）アクリ
レートと溶剤の質量比として、８０：２０～１０：９０が好ましく、７０：３０～２０：
８０がより好ましい。溶剤の量がこの範囲未満では、均一な反応が行えない、粘度が高く
取り扱い作業性が劣るなどの傾向があり、この範囲を超えるとコスト高となる。
【００４１】
　長鎖脂肪族ペンダント構造を有するウレタン（メタ）アクリレートを得る反応は、反応
性希釈剤中で行うこともできる。
　反応性希釈剤としては、Ｎ－ビニルピロリドン、Ｎ－ビニルホルムアミド、Ｎ－ビニル
カプロラクタム、（メタ）アクリロイルモルホリン、シクロヘキシル（メタ）アクリレー
ト、２－エトキシエチル（メタ）アクリレート、２－エチルヘキシル（メタ）アクリレー
ト、ｎ－ヘキシルアクリレート、シクロヘキシルアクリレート、イソボルニルアクリレー
ト、フェノキシエチルアクリレート、ジエチレングリコールジアクリレート、１，６－ヘ
キサンジオールジアクリレート、ネオペンチルグリコールジアクリレート、トリプロピレ
ングリコールジアクリレート、トリメチロールプロパントリアクリレート、ペンタエリス
リトールトリアクリレート、ペンタエリスリトールテトラアクリレート、ジペンタエリス
リトールヘキサアクリレート等の公知慣用のものが挙げられる。
　溶剤が反応性希釈剤である場合、長鎖脂肪族ペンダント構造を有するウレタン（メタ）
アクリレートと反応性希釈剤との質量比は、９０：１０～５０：５０が好ましく、８０：
２０～６０：４０がより好ましい。反応性希釈剤の量が、この範囲未満では、得られる活
性エネルギー線硬化性樹脂組成物の粘度が高く塗工しにくくなり、またこの範囲より多い
と高価になるとともに、形成される剥離層１７の物性が低下する。
【００４２】
　活性エネルギー線硬化型樹脂組成物は、上述した樹脂成分、樹脂成分を合成する際に使
用された溶剤に加え、各種添加剤などの他の成分を含有していてもよい。
　各種添加剤としては、例えば、マット剤、耐候性改善剤、着色剤などが挙げられる。
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　マット剤としては、シリカ、アルミナ、炭酸カルシウム、硫酸バリウム、酸化亜鉛、酸
化マグネシウム、ポリエチレンワックス、ガラスビーズなどの公知の充填材が使用できる
。マット剤の粒径は１～１０μｍ程度が好ましく、活性エネルギー線硬化型樹脂組成物中
の配合量は１～２０質量％程度が好ましい。耐候性改善剤としては紫外線吸収剤、光安定
剤のどちらか一方、または両方を添加することができ、活性エネルギー線硬化型樹脂組成
物中、紫外線吸収剤、光安定剤とも０．５～１０質量％程度配合することが好ましい。一
般的には紫外線吸収剤と光安定剤を併用するのが好ましく、紫外線吸収剤としては、ベン
ゾトリアゾール系、ベンゾフェノン系、サリチル酸系等の有機系紫外線吸収剤のほか、粒
径０．２μｍ以下の微粒子状の酸化亜鉛、酸化セリウム、酸化チタン等の無機物を用いる
ことができる。光安定剤としては、ビス（２，２，２，６，６－テトラメチル－４－ピペ
リジル）セバケート等のヒンダードアミン系ラジカル補足剤を用いることができる。
　また、必要に応じて、例えば、酸化防止剤、消泡剤、レベリング剤、スリップ剤、防汚
剤、顔料などの公知慣用の添加剤を添加することができる。
【００４３】
　また、活性エネルギー線として、紫外線を採用する場合には、活性エネルギー線硬化型
樹脂組成物には、光重合開始剤を含有させることが好ましい。
　光重合開始剤としては、ビニル系モノマーを光重合させるために用いられている周知の
光重合開始剤を用いることができ、α－ヒドロキシイソブチルフェノンベンゾイン、イソ
プロピルベンゾインエーテル、イソブチルベンゾインエーテル、ベンゾフェノン、ミヒラ
ーケトン、クロロチオキサントン、ドデシルチオキサントン、ジメチルチオキサントン、
ジエチルチオキサントン、アセトフェノンジエチルケタール、ベンジルジメチルケタール
、１－ヒドロキシシクロヘキシルフェニルケトン、２－ヒドロキシ－２－メチル－１－フ
ェニルプロパン－１－オン、１－［４－（２－ヒドロキシエトキシ）－フェニル］－２－
ヒドロキシ－２－メチル－１－プロパン－１－オン、２－メチル－１－［４－（メチルチ
オ）フェニル］－２－モルフォリノプロパン－１－オン、２－ベンジル－２－ジメチルア
ミノ－１－（４－モルフォリノフェニル）－ブタノン－１、ビス（２，４，６－トリメチ
ルベンゾイル）－フェニルフォスフィンオキサイド、ビス（２，４，６－トリメチルベン
ゾイル）－ジフェニルフォスフィンオキサイド、オキシ－フェニル－アセチックアシッド
２－［２－オキソ－２－フェニル－アセトキシ－エトキシ］－エチルエステルとオキシ－
フェニル－アセチックアシッド２－［２－ヒドロキシ－エトキシ］－エチルエステルの混
合物等が挙げられ、光照射装置の吸収特性を考慮した開始剤の選択がなされるが、ベンジ
ルジメチルケタール、１－ヒドロキシシクロヘキシルフェニルケトン、２－ヒドロキシ－
２－メチル－１－フェニルプロパン－１－オンが好ましい。
　光重合開始剤の添加量は、樹脂成分と光重合開始剤との合計量を１００質量％とした場
合、０．１～２０質量％、好ましくは０．３～１０質量％であることが好ましい。
【００４４】
　なお、剥離層１７の内部硬化性が不充分な場合、未反応成分が時間の経過とともに剥離
層１７の表面に移行してベタつく場合がある。そこで、内部硬化性を向上させるために、
上記開始剤の少なくとも１種を主開始剤とし、かつ、４００ｎｍ以上の長波長領域に吸収
を有する開始剤、例えばビスアシルフォスフィンオキサイド、モノアシルフォスフィンオ
キサイド等の光重合開始剤を併用することができる。このように併用すると、剥離層１７
の厚みが例えば０．３ｍｍ以上とする場合の内部硬化性を向上できる場合がある。
【００４５】
　また、必要に応じて、活性エネルギー線硬化型樹脂組成物には、重合禁止剤を含有させ
ることもできる。重合禁止剤としては、ハイドロキノン、ハイドロキノンモノメチルエー
テル、ベンゾキノン、ｐ－ｔ－ブチルカテコール、２，６－ジブチル－４－メチルフェノ
ールなどの公知慣用のものが挙げられる。
【００４６】
　長鎖脂肪族ペンダント構造を有するウレタン（メタ）アクリレートとしては、例えば特
許第４１７１１５４号、特開２００４－３０７７８３号公報などに記載されたものを採用
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できる。
【００４７】
［剥離性基材の製造方法］
　この例のように剥離層１７を有する形態の剥離性基材１８は、シート状基材１６上に、
剥離層１７を形成するための組成物を塗布または印刷し、その後、熱もしくは活性エネル
ギー線を照射することにより、製造できる。
　塗布、印刷方法としては、グラビアコート法、ロールコート法、スプレーコート法、リ
ップコート法、コンマコート法などのコート法、グラビア印刷法、スクリーン印刷法など
の印刷法が挙げられる。
【００４８】
　活性エネルギー線としては、電子線、紫外線、可視光線、γ線等の電離性放射線などが
あり、これらの中では紫外線を用いることが好ましい。
　紫外線を照射する場合は、半導体・フォトレジスト分野や紫外線硬化分野などで一般的
に使用されている紫外線ランプを用いることができる。一般的な紫外線ランプとしては、
例えば、ハロゲンランプ、ハロゲンヒーターランプ、キセノンショートアークランプ、キ
セノンフラッシュランプ、超高圧水銀ランプ、高圧水銀ランプ、低圧水銀ランプ、中圧水
銀ランプ、ディープＵＶランプ、メタルハライドランプ、希ガス蛍光ランプ、クリプトン
アークランプ、エキシマランプなどがあり、極短波長（２１４ｎｍにピーク）を発光する
Ｙ線ランプもある。これらのランプには、オゾン発生の少ないオゾンレスタイプもある。
ＡｒＦエキシマーレーザー、ＫｒＦエキシマーレーザーや、非線形光学結晶を含む高調波
ユニットを介したＹＡＧレーザーなどに挙げられる種々のレーザーや、紫外発光ダイオー
ドを用いることもできる。また、電子線としては、例えば、コックロフトワルト型、バン
デクラフ型、共振変圧型、絶縁コア変圧器型、直線型、ダイナミトロン型、高周波型等の
各種電子線加速器から放出される電子線を使用できる。
【００４９】
　紫外線ランプやレーザー、紫外発光ダイオードの発光波長は、硬化反応を妨げないもの
であれば限定はないが、好ましくは、活性エネルギー線硬化型樹脂組成物に光重合開始剤
が含まれる場合、その感光波長領域と重なる発光波長が好ましい。さらには、それら発生
剤の感光波長領域における極大吸収波長または最大吸収波長と重なる発光波長が、発生効
率が高くなるためより好ましい。
【００５０】
　これらの紫外線は、散乱光であっても、直進性の高い平行光であってもよい。光重合開
始剤によるが、価格やランニングコストの面で、高圧水銀ランプおよびメタルハライドラ
ンプを使用することが好ましい。
　紫外線のエネルギー照射強度は、硬化型樹脂成分の種類や、光重合開始剤が含まれる場
合にはその種類によって適宜決められる。種々の水銀ランプやメタルハライドランプなど
に代表される照射強度が高い紫外線ランプを使用する場合は、生産性を高めることができ
、その照射強度（ランプ出力）は３０Ｗ／ｃｍ以上が好ましく、８０Ｗ／ｃｍ以上がより
好ましい。紫外線の積算照射光量（Ｊ／ｃｍ２）は、十分な硬化性を有する硬化物を安定
かつ連続的に製造する上では、１ｍＪ／ｃｍ２～２Ｊ／ｃｍ２の範囲が好ましく、さらに
は１０ｍＪ／ｃｍ２～１Ｊ／ｃｍ２が好ましい。
【００５１】
　また、剥離層１７表面の硬化が酸素阻害により十分に進行せず、未反応のアクリロイル
基やアリル基が表面に残り、そのために剥離性が低下することがある。その場合には、照
射部を窒素雰囲気にするなどして酸素濃度を低下させることが好ましい。酸素濃度の値は
、樹脂成分や光重合開始剤の種類などにもよるが、好ましくは１００００ｐｐｍ以下、よ
り好ましくは５０００ｐｐｍ以下、さらに好ましく２０００ｐｐｍ以下である。
【００５２】
　形成された剥離層１７は、安定した剥離性を得るために、ぬれ張力試験用混合溶液（和
光純薬工業株式会社製）で測定した表面エネルギーが、３０ｍＮ／ｍ以下であることが好
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ましく、２５．４ｍＮ／ｍ以下であることがより好ましい。
　また、剥離層１７の厚さは、０．１～１０μｍが好ましく、０．１～５μｍがより好ま
しい。０．１μｍ未満では、十分な剥離性が得られない場合があり、１０μｍを超えると
経済的に不利になる。
【００５３】
＜転写層＞
［導電層］
　転写層１５を構成する導電層１２は、剥離性表面（剥離層１７）に接して設けられる層
であって、導電剤としてポリチオフェン系導電剤および銀ナノワイヤ系導電剤の少なくと
も一方を含有して形成され、通常はさらにバインダー成分を含有する。
【００５４】
（導電剤）
（１）ポリチオフェン系導電剤
　ポリチオフェン系導電剤は、二重結合と単結合が交互に並んだ主鎖により導電性を発現
するπ共役系の有機導電性高分子であり、特に可視光領域に吸収が少ないことから、高い
透明性が達成できる。
　ポリチオフェン系導電剤としては、３－ヘキシルチオフェン（以下、３ＨＴと略す場合
がある。）の重合体（以下、Ｐ３ＨＴと略す場合がある。）、その誘導体、３，４－エチ
レンジオキシチオフェン（以下、ＥＤＯＴと略す場合がある。）の重合体（以下、ＰＥＤ
ＯＴと略す場合がある。）、その誘導体からなる群より選ばれる１種以上を用いることが
好ましい。誘導体としては、主鎖にスルホン酸基を有する自己ドープ型ポリチオフェンや
、ポリエチレングリコールなどのフレキシブルなポリマーと共重合した有機溶媒分散型Ｐ
ＥＤＯＴなどの誘導体を用いることもでき、得られる導電体の用途などに応じて、適宜選
択される。
【００５５】
　ポリチオフェン系導電剤を含有する導電層１２の形成方法としては、剥離性表面（剥離
層１７）上に、導電層形成用の塗布液を塗工したり、導電層形成用のインキを印刷したり
する方法などが採用される場合が多い。このような方法が採用される場合には、ポリチオ
フェン系導電剤として、導電性を高めるドーパントの役割だけでなく、重合により水中で
微粒子状となるＰＥＤＯＴの分散剤としても機能するポリスチレンスルホン酸（以下、Ｐ
ＳＳと略す場合あり）の存在下で、ＥＤＯＴを重合して得られる水分散体（以下、ＰＥＤ
ＯＴ－ＰＳＳと略す場合あり）や、ＰＳＳの代わりにポリビニルスルホン酸(以下、ＰＶ
Ｓと略す場合あり)を用いたＰＥＤＯＴ－ＰＶＳなどを用い、導電層形成用の塗布液やイ
ンキを調製することが好ましい。
【００５６】
　前述のＰＥＤＯＴもしくはその誘導体などを用いる場合には、導電層形成用の塗布液や
インキに、導電性向上効果が確認されている高沸点溶媒を２次ドーパントとして加え、そ
れにより、形成された導電層１２に２次ドーパントが存在するようにしてもよい。このよ
うな２次ドーパントとしては、ポリエチレングリコール、メチルホルムアミド、ジメチル
スルホキシド、Ｎ－メチルピロリドンなどの高沸点溶媒が挙げられる。その場合、導電層
形成用の塗布液またはインキにおける高沸点溶媒の添加量は、ポリチオフェン系導電剤１
００質量部に対して、１０～５００質量部が好ましく、１００～３００質量部が好ましい
。高沸点溶媒の添加量が少なすぎると、２次ドーパントとしての効果が充分に得られず、
高沸点溶媒の添加量が多すぎると、乾燥塗膜への高沸点溶媒の残留量が多くなり、ブリー
ド（溶出）する懸念がある。
　ＰＥＤＯＴに代表されるポリチオフェン系導電剤は、次に述べる銀ナノワイヤ系導電剤
と、導電性能の点ではほぼ同等であるが、製造の安定性の点で優れている。
【００５７】
（２）銀ナノワイヤ系導電剤
　銀ナノワイヤ系導電剤は、銀単体のみで作られた金属銀ナノワイヤである。平均的な大
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きさは、直径が２～２０ｎｍ、長さ２万～２０万ｎｍ程度である。
【００５８】
（３）その他の導電剤および導電剤の含有量等
　導電層１２には、導電性物質として必須成分であるポリチオフェン系導電剤または銀ナ
ノワイヤ系導電剤の性能を損なわない範囲で、さらに他の導電剤が含まれてもよい。この
ような導電剤は、導電層形成用の塗布液やインキに添加された場合に、塗布や印刷を妨げ
ない範囲で用いられることが好ましい。このような導電剤の一例としては、銀や銅などの
金属化合物（微粒子、ワイヤー、ペーストもしくは可溶化塩）、ＩＴＯ、ＡＴＯなどの金
属酸化物微粒子、ポリアニリンなどの有機導電性高分子、導電性カーボンナノチューブな
どが挙げられ、１種以上を使用できる。
【００５９】
　導電層１２における導電剤の含有量（ポリチオフェン系導電剤、銀ナノワイヤ系導電剤
と必要に応じて使用される他の導電剤の合計量。）は、高いほど好ましいが、成膜性やそ
の他品質との兼ね合いから、１０～９０質量％、より好ましくは３０～７０質量％である
。また、全導電剤中、ポリチオフェン系導電剤の割合を好ましくは５０質量％以上とする
と、屈曲性に優れ、転写時の導電層１２の損傷がより抑制される導電層１２を形成しやす
い点で好ましい。
【００６０】
（バインダー成分）
　バインダー成分は、導電層１２の成膜性向上のために使用されるものであって、樹脂成
分と、カップリング剤成分とを少なくとも含有する。
　樹脂成分としては、例えば、アクリル樹脂、スチレン樹脂、ポリエステル系樹脂、アル
キド樹脂、ウレタン樹脂、アミド樹脂、これらの変性樹脂、これらの共重合樹脂などの樹
脂が挙げられ、これらのうちの１種以上を使用できる。
　また、樹脂成分としては、このように重合が済んだ樹脂に限定されず、重合して重合体
となるモノマーもしくはオリゴマーと、これらを光や熱で活性化する重合開始剤や架橋剤
などの成膜用成分との混合物などの重合性組成物も用いることができる。
【００６１】
　モノマーやオリゴマーとしては、ポリエステル（メタ）アクリレート、ウレタン（メタ
）アクリレート、エポキシ（メタ）アクリレート等が挙げられ、これらを１種以上使用で
きる。具体的には、ラジカル重合系としては、単官能のエチルカルビトール（メタ）アク
リレート、フェノールエチレンオキサイド変性（メタ）アクリレート、ノニルフェノール
エチレンオキサイド変性（メタ）アクリレート、エトキシジエチレングリコールアクリレ
ート、アクリロイルモルホリン、イソボルニル（メタ）アクリレート、Ｎ―ビニルピロリ
ドンや、２官能のヘキサンジオールジ（メタ）アクリレート、ヘキサンジオールエチレン
オキサイド変性ジアクリレート、ネオペンチルグリコールポリエチレンオキサイド変性ジ
（メタ）アクリレート、テトラエチレングリコールジ（メタ）アクリレート、トリプロピ
レングリコールジ（メタ）アクリレート、ジプロピレングリコールジ（メタ）アクリレー
ト、ビスフェノールＡエチレンオキサイド変性ジ（メタ）アクリレート、ポリエチレング
リコールジ（メタ）アクリレート、３官能以上のトリメチロールプロパントリ（メタ）ア
クリレート、トリメチロールプロパンエチレンオキサイド変性トリ（メタ）アクリレート
、グリセリンプロポキシトリ（メタ）アクリレート、ジペンタエリスリトールヘキサアク
リレート、ジトリメチロールプロパンテトラアクリレートなど、カチオン重合系としては
、グリシジルエーテル化合物や脂環式エポキシ化合物などのエポキシ化合物、オキセタン
化合物、ビニルエーテル化合物などが例示できるが、これらに限定するものではない。
【００６２】
　重合開始剤としては、公知のものを使用できる。
　架橋剤としては、導電層１２に耐溶剤性を付与できるものとして、上記モノマー、オリ
ゴマーのうち、３官能以上のモノマーおよびオリゴマー；エポキシ系、イソシアネート系
、メラミン系などの公知の架橋剤；などを使用できる。ただし、メラミン系架橋剤は、導
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電層１２の透明性低下を招きやすく、その使用には注意を要する。
【００６３】
　樹脂成分の種類は、導電剤の種類、性状や、導電層１２が設けられる剥離性基材１８の
剥離性表面の表面性などによって適宜選択されるが、吸湿性が少なく、耐酸性が高く、塗
工適性にも優れることから、ポリエステル系樹脂が好ましい。
　また、導電層１２における樹脂成分の量は、導電剤による導電性の観点からは、少ない
方が好ましいが、少なすぎると導電層１２の成膜性が低下する。これらの観点から、樹脂
成分の量は、導電剤１００質量部に対して、５００質量部以下が好ましく、さらに好まし
くは３００質量部以下である。
【００６４】
　なお、導電層１２にパターニングが必要な場合には、光硬化性のある感光性バインダー
を使用して、フォトマスクによりパターニングができるようにしてもよい。また、導電層
１２のパターニングを印刷で行う場合には、各種印刷方式に適したインキ粘度に調整する
ために、使用する樹脂成分の量や、粘度に大きく影響する分子量を適宜調整してもよい。
　なお、パターニングは、導電性転写シート１の導電層１２に対して行ってもよいし、転
写後に得られる導電性シート（導電性積層体）１０，１０’の導電層１２に対して行って
もよい。
　さらに、剥離層１７に活性エネルギー線硬化型樹脂組成物を使用する場合、剥離層１７
への活性エネルギー線照射をパターニングすることにより、剥離層１７の剥離強度をパタ
ーン化するとともに、導電層１２のパターニングも同時になされるようにしてもよい。
【００６５】
　カップリング剤成分は、導電層１２自体の成膜性、硬度などの向上や、導電層１２と該
導電層１２に積層される中間層１３との密着性向上などを目的として、バインダー成分の
うちの一成分として、前述した樹脂成分とともに導電層１２中に含まれる。
【００６６】
　このようなカップリング剤成分としては、分子中に有機官能基とアルコキシル基とを有
する有機ケイ素化合物であるシランカップリング剤やその反応物がある。シランカップリ
ング剤としては、例えば、エポキシ基を有するエポキシ系シランカップリング剤や、含窒
素官能基を有するシランカップリング剤の他、ビニル系、スチリル系、（メタ）アクリル
系、メルカプト系、スルフィド系などの各種シランカップリング剤が挙げられる。
【００６７】
（その他の成分）
　導電層１２には、ポリチオフェン系導電剤および銀ナノワイヤ系導電剤の少なくとも一
方；カップリング剤成分を含むバインダー成分；の他に、導電性能を大きく損なわない範
囲で、酸化防止剤、耐熱安定剤、紫外線吸収剤、金属腐食防止剤、ｐＨ調整剤、有機粒子
、無機粒子、顔料、染料、帯電防止剤、核剤等の添加剤や、濡れ剤、消泡剤などの塗工助
剤が適宜含まれていてもよい。
　濡れ剤や消泡剤は導電層１２の欠陥防止に効果的であり、例えば、シリコーン系、長鎖
アルキル系、フッ素系などの界面活性剤が利用されるが、フッ素系界面活性剤を用いると
、中間層１３の材質によっては、導電層１２と中間層１３との密着耐久性が低下する可能
性がある。その場合には、シリコーン系、長鎖アルキル系を用いることが好ましい。
　また、これらの界面活性成分は、添加剤として混合する他、共重合などにより樹脂成分
に一体化してもよい。これら成分の配合により、導電層１２の接触角を５０度以上１００
度以下、より好ましくは６０度以上９０度以下に調整すると、導電層１２と絶縁層１１が
隣接する場合、これらの間の密着耐久性を保ちつつ、欠陥のない導電層１２が得られやす
い。
【００６８】
［導電層の形態、物性等］
　導電層１２は、例えばアナログ方式の抵抗膜式タッチパネルなどに用いられる、実質的
に均一な厚さで形成された均一層でもよいし、例えば、投影型静電容量方式のタッチパネ
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ルなどに用いられる、位置検知のために形成された規則的なパターンを有する導電層１２
であってもよい。パターニングは、各種印刷方式などにより、剥離性基材１８の剥離性表
面上に予め部分的に導電層１２を設ける方法で実施されたものであってもよいし、または
、導電層形成用の塗布液を剥離性基材１８の剥離性表面上に均一塗布後、エッチング液を
用いた湿式エッチングやレーザー光線を用いた乾式エッチングなどにより、その一部を除
去して実施されたものであってもよい。なお、均一層の場合でも、タッチパネルの構成な
どに応じて、引き出し電極等形成のため、導電層１２の一部がパターン化されていてもよ
い。
　なお、パターニングは、被転写体上に転写された後の導電層１２に対して行ってもよい
。
【００６９】
　湿式エッチングを行う場合、各種活性エネルギー線を用いたフォトリソ法やスクリーン
印刷法により導電層１２の一部をマスキングしてからエッチング処理を行ってもよく、こ
の処理には、特開２００８－０９１４８７号公報や特開２００８－１１５３１０号公報等
に記載されている有機導電性高分子用のエッチング液が好適に利用できる。また、独メル
ク社製のｉｓｉｓｈａｐｅ　ＨｉｇｐｅｒＥｔｃｈ製品のようなエッチングペーストを導
電層１２の除去部分に直接印刷することで、マスキングなしでエッチング処理を実施して
もよい。
【００７０】
　また、引き出し電極は、導電層１２の表面や導電層１２に結線可能な形態で、使用状況
に応じて、例えば導電性の高い銀ペーストや、アルミニウム、モリブテンなどの金属材料
により形成してもよい。その形成方法は、ペーストなどの印刷やスパッタなどの公知の手
法が適宜利用できる。
　引き出し電極の形成も、被転写体に転写された後の導電層１２に対して行ってもよい。
【００７１】
　導電層１２は、タッチパネル等に利用する目的においては、高透明であることが好まし
いが、ポリチオフェン系導電剤や銀ナノワイヤ系導電剤は着色物質であるため、導電層１
２の透明性は、導電剤の含有量の大きく影響を受ける。導電層１２の透明性は、転写して
得られた導電性シート１０の全光線透過率（ＪＩＳ　Ｋ７１０５）として、７０％以上と
なるように構成されることが好ましく、より好ましくは８８％以上である。また、意図的
に光拡散性を要する場合を除けば、導電性シート１０のヘイズ（ＪＩＳ　Ｋ７１０５）は
、５％以下であることが好ましく、より好ましくは２％以下である。
【００７２】
　導電層１２の厚さは、転写層１５を転写して得られる導電性シート１０，１０’の用途
や導電剤の組成、性質などによって最適値が大きく異なるため、一概に規定することは出
来ないが、乾燥膜厚として、０．０１～１μｍ、より好ましくは０．０２～０．８μｍで
ある。乾燥膜厚が上記範囲の下限値以上であると、導電性の均一性を確保しやすく、上限
値以下であると、効率低下、コストアップの問題もない。
　導電層１２の導電性は、タッチパネル用の電極板とするためには、表面抵抗を１０５Ω
／ｓｑ以下としたものが好ましく、１０３Ω／ｓｑ以下の表面抵抗としたものがより好ま
しい。表面抵抗は、導電層形成用の塗布液またはインクにおける導電剤の組成、塗工量な
どにより調整できる。
【００７３】
［導電層の形成方法］
　導電層１２は、剥離性基材１８の剥離性表面上に形成される。ここで、必要に応じて、
導電層１２のパターニングや引き出し電極の形成を実施できる。
　ポリチオフェン系導電剤を含む導電層１２の形成には、前述のとおり、導電層形成用の
塗布液を塗工する方法や導電層形成用のインキを印刷する方法などの公知の方法を採用で
きる。また、銀ナノワイヤ系導電剤を含む導電層１２についても、銀ナノワイヤを含む塗
布液を塗布したり、インキを印刷したりする方法で形成できる。
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【００７４】
　塗工の方式としては、例えば、ブレードコーター、エアナイフコーター、ロールコータ
ー、バーコーター、グラビアコーター、マイクログラビアコーター、ロッドブレードコー
ター、リップコーター、ダイコーター、カーテンコーターなどを用いた方法が挙げられ、
比較的塗工量が少なめである導電層１２の形成には、マイクログラビアコーターを用いる
ことが好ましい。
　印刷方式としては、例えば、スクリーン印刷、オフセット印刷、フレキソ印刷、グラビ
アオフセット印刷、インクジェット印刷などが挙げられる。
【００７５】
　導電層１２を形成する際の乾燥には、例えば加熱送風乾燥機や真空乾燥機などを用いる
。
　また、導電層１２に用いる樹脂成分が熱硬化性である場合には、導電層形成時には、加
熱炉や赤外線ランプ等を用い、塗膜乾燥時もしくはムロなどにより加熱処理を施すことが
できる。樹脂成分が活性エネルギー線硬化性である場合には、活性エネルギー線を照射す
る。活性エネルギー線としては、紫外線、電子線が挙げられ、中でも、汎用性の点から、
紫外線が好ましい。
【００７６】
　紫外線照射には、先に例示した各種紫外線ランプを使用できる。また、電子線としては
、先に例示した各種電子線加速器から放出される電子線を使用できる。
　活性エネルギー線の照射による硬化は、大気中の酸素による硬化阻害を回避するため、
窒素などの不活性ガス存在下で行うことが好ましく、コストの観点から窒素ガスが好適に
利用できる。また、活性エネルギー線を照射する工程は、予備硬化工程と本硬化工程の２
段階に分けて行ってもよい。
【００７７】
　なお、導電層形成用の塗布液およびインキは、塗装適性、印刷適性を向上するなどの目
的で、有効成分の他に希釈用の溶剤を含んでいてもよい。溶剤としては、例えば、水、ア
ルコール（メタノール、エタノール、イソプロパノール、ｎ－ブチルアルコールなど。）
、ケトン（アセトン、メチルエチルケトン、メチルイソブチルケトン、メチルブチルケト
ン、エチルブチルケトン、シクロヘキサノンなど。）、エーテル（例えば、ジエチルエー
テル、メチルセロソルブ、エチルセロソロブ、プロピレングリコールモノメチルエーテル
アセテート、エチレングリコールモノエチルエーテル、プロピレングリコールモノメチル
エーテルなど。）、トルエン、ｎ－ヘキサン、酢酸エチル、酢酸ブチル、Ｎ－メチル－２
－ピロリドンなどが挙げられ、１種以上を使用できる。
　塗工ムラを軽減するためには、蒸発速度の異なる溶剤を使用することが好ましい。例え
ば、メチルエチルケトン、メチルイソブチルケトン、酢酸エチル、酢酸ブチル、プロピレ
ングリコールモノメチルエーテルのなかから複数の溶剤を適宜選択し、これらを混合して
使用することが好ましい。
【００７８】
　また、導電層形成用の塗布液やインキのｐＨは、１～６に調整することが好ましい。ｐ
Ｈが高いと、塗布液やインキが含窒素シランカップリング剤を含む場合、塗布液やインキ
がゲル化する場合がある。ｐＨが高い場合には、塗布液およびインキに、例えば硫酸、塩
酸などの酸性溶液を添加すればよい。
【００７９】
［接着層および中間層］
　接着層１４は、転写後において、転写層１５を被転写体上に保持するための層として設
けられるものであって、転写により、被転写体である絶縁層１１に接するように位置する
。
　一方、中間層１３は、転写時の導電層１２の損傷を抑える緩衝層として、導電層１２と
接着層１４との間に設けられるものである。中間層１３は、このように緩衝層として作用
するために、接着層１４よりも破断伸度が小さく、かつ、破断強度が大きい必要がある。
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　中間層１３と接着層１４との破断伸度および破断強度の比較は、中間層１３と接着層１
４の単層サンプルをそれぞれ形成し、これらの単層サンプルについて測定した破断伸度お
よび破断強度の値の比較により行う。破断伸度および破断強度は、ＪＩＳ　Ｋ７１２７に
規定された方法で測定される。
【００８０】
　なお、中間層１３と接着層１４の単層サンプルは、離型性を有する基材（例えばセパレ
ータフィルムや、特に易接着処理を施していないポリエチレンテレフタレートフィルムな
ど。）に、各層を塗工して形成した後、端部より各層を剥がし取る方法により得ることが
できる。
【００８１】
　このように接着層１４よりも破断伸度が小さく、かつ、破断強度が大きい中間層１３が
、導電層１２と接着層１４との間に設けられていると、転写時の導電層１２の損傷を抑え
ることができる。
　ここで仮に、中間層１３が導電層１２と接着層１４との間に介在しておらず、導電層１
２と接着層１４とが直に接していると、転写時における接着層１４の伸びがそのまま導電
層１２に伝達され、その結果、導電層１２が破断するなどして損傷する可能性が高まる。
　これに対して、接着層１４よりも破断伸度が小さく、破断強度が大きい中間層１３が介
在していると、中間層１３は、転写時に接着層１４が伸びても、それ自身が破断すること
なく接着層１４の伸びを吸収する。そのため、接着層１４の伸びがそのまま導電層１２に
伝達されることによる導電層１２の破断が抑制される。中間層１３の破断伸度が接着層１
４よりも大きい場合には、接着層１４の伸びを吸収することが困難となる。また、中間層
１３の破断強度が接着層１４よりも小さい場合には、中間層１３が接着層１４の伸びによ
って破断しやすくなり、やはり接着層１４の伸びを吸収することが困難となる。
【００８２】
　中間層１３や接着層１４の好ましい破断伸度（％）や破断強度（ＭＰａ）は、各層の組
成および各層の組み合わせ、ならびに、転写される被転写体の表面形状などによっても大
きく異なるため、一概に規定することは難しいが、中間層１３は破断伸度が０．５～３０
％で破断強度が３～３０ＭＰａ、接着層１４は破断伸度が２００～１５００％で破断強度
が０．１～１０ＭＰａであることが好ましい。
【００８３】
　破断伸度は、中間層１３や接着層１４の厚みが大きくなると低下し、破断強度は、中間
層１３や接着層１４の厚みが大きくなると向上する。よって、これらの厚みを調整するこ
とにより、破断伸度や破断強度をコントロールできる。
【００８４】
　中間層１３および接着層１４の材質および厚みは、少なくとも中間層１３と接着層１４
の破断伸度および破断強度の関係が、前述の関係となるように各々が選択されればよいが
、好ましくは、被転写体上に転写層１５を良好に保持できる観点、導電層１２の特性に影
響を及ぼしにくい観点などから接着層１４の材質および厚みをまず決定し、その後、決定
された接着層１４の破断強度および破断伸度に応じて、中間層１３の材質および厚みを決
定することが好適である。また、中間層１３および接着層１４は、透明性に優れているこ
とが好ましい。
【００８５】
　接着層１４としては、感圧接着層、活性エネルギー線硬化型接着層、ホットメルト接着
層などが挙げられるが、ホットメルト接着層は、該接着層を形成する際の熱により導電層
１２の寸法安定性が低下するなど、導電層１２の特性に悪影響を及ぼす可能性がある。特
に、導電層１２が、規則的なパターンを有する導電層１２である場合には、熱による寸法
変化は好ましくない。そのため、接着層１４には、感圧接着層または活性エネルギー線硬
化型接着層を採用することが好ましい。
【００８６】
　感圧接着層としては、天然ゴム系、合成ゴム系、アクリル系、ウレタン系、スチレン系



(18) JP 2013-77435 A 2013.4.25

10

20

30

40

50

、シリコーン系などのポリマーを主成分とし、熱架橋剤などの硬化成分等を含む公知の粘
・接着剤を利用することができ、被転写体との密着性などを考慮して決定される。中でも
、透明性の観点から、アクリル系、ウレタン系などが好適である。
【００８７】
　活性エネルギー線硬化型接着層としては、感圧接着剤の主成分として先に例示した各種
ポリマーもしくはオリゴマーやモノマー成分に、光架橋増感剤、光活性架橋剤などの添加
剤を混合した活性エネルギー線硬化型接着剤から形成される層を採用でき、被転写体との
密着性などを考慮して決定される。
【００８８】
　これら接着層１４の形成方法としては、上記の成分を含有する塗布液またはインクを用
いて、グラビアコート法、ロールコート法、コンマコート法などのコート法、グラビア印
刷法、スクリーン印刷法などの印刷法により、中間層１３上に未硬化層を形成し、その後
、すでに例示した活性エネルギー線を照射したり加熱したりして、これを硬化させるなど
の方法が挙げられる。
【００８９】
　接着層１４の厚みは、必要とされる接着力や、被転写体表面の凹凸の状態などの観点か
ら適宜決定でき、通常、１０～３００μｍの範囲である。
　また、これらの接着層において、主成分となるポリマーに剛直な骨格を有する成分を用
いたり、架橋密度を上げたりすることによって、接着層１４の破断伸度は小さくなり、破
断強度は大きくなる。しかしながら、同時に、接着力も連動して変化する。よって、接着
層の設計は、要求される接着力にあわせて調整する。
【００９０】
　一方、中間層１３は、導電層１２の損傷を抑制する役割を担うため、剛直な層を形成す
ることが望ましい。具体的には、架橋構造を導入したポリマー層や、後述するハードコー
ト層が好適に採用される。
　中間層１３の形成方法としては、前述の接着層１４において説明した方法などのなかか
ら適宜採用できる。また、中間層１３の厚みは、大きすぎると、導電性転写シート１が剛
直化し、割れ易くなる。よって、中間層１３の厚みは１～２０μｍが好ましく、１～１０
μｍがより好ましい。
【００９１】
　中間層１３の破断伸度が接着層１４よりも小さく、中間層１３の破断強度が接着層１４
よりも大きくなるような中間層１３と接着層１４との組み合わせとしては、例えば以下の
組み合わせが挙げられる。
（１）アクリル系紫外線硬化型中間層（厚さは例えば３μｍなどの１～１０μｍの範囲）
と、アクリル系感圧接着層（厚さは例えば２５μｍなどの１０～１００μｍの範囲）
（２）アクリル系紫外線硬化型中間層（厚さは例えば５μｍなどの１～２０μｍの範囲）
と、ウレタン系紫外線硬化型接着層（厚さは例えば２０μｍなどの１０～３００μｍの範
囲）
（３）アクリル系紫外線硬化型中間層（厚さは例えば５μｍなどの１～１０μｍの範囲）
と、アクリル系紫外線硬化型接着層（厚さは例えば５０μｍなどの１０～１００μｍの範
囲）
【００９２】
＜任意の剥離性被覆シート＞
　図３は、本発明の導電性転写シートの他の一例を示すものであって、この例の導電性転
写シート１’は、接着層１４上（接着層１４における中間層１３が設けられていない側の
面上）に、剥離性被覆シート１９が設けられている点で、図１の例の導電性転写シート１
と異なる。この剥離性被覆シート１９は、転写に際しては、接着層１４を露出させるため
に剥離されるものである。
【００９３】
　剥離性被覆シート１９は、接着層１４の材質などに応じて、必要に応じて設けられる。



(19) JP 2013-77435 A 2013.4.25

10

20

30

40

50

導電性転写シート１’の構成をこのように剥離性被覆シート１９を備えたものとすること
により、例えば、接着層１４を中間層１３上に形成するのではなく、剥離性被覆シート１
９の片面に形成することができる。すなわち、剥離性被覆シート１９と接着層１４との積
層体Ａと、剥離性基材１８と導電層１２と中間層１３との積層体Ｂとをそれぞれ製造し、
これらを重ねることにより、図３の例の導電性転写シート１’を製造することができる。
　図１の構成の導電性転写シート１の場合には、接着層１４は中間層１３の表面に形成さ
れる。すなわち、中間層１３を介して導電層１２上に設けることとなる。この場合、接着
層１４を形成するために要した熱もしくは活性エネルギー線が中間層１３のみならず、中
間層１３を介して導電層１２にまで到達し、導電層１２の樹脂成分に過剰な負荷がかかる
可能性がある。これに対して、上述のように、積層体Ａと積層体Ｂを別々に製造する方法
では、そのような可能性が排除される。
【００９４】
　剥離性被覆シート１９の材質、構成は、接着層１４の種類に応じて選択でき、例えば絶
縁性基材として下記に示す各種樹脂などのシート状基材と公知の材質の剥離層（例えば、
縮合型もしくは付加型シリコーンや長鎖アルキル基含有ポリマー系、フッ素系の成分を含
む剥離層。）とからなるシートが使用できる。
【００９５】
［２］導電性積層体
　本発明の導電性積層体は、被転写体上に、上述した導電性転写シート１，１’から転写
された転写層１５を有するものである。導電性積層体としては、図２に示すように、被転
写体である絶縁層１１の片面に転写層１５が形成された形態の導電性シート（図２（ａ）
）、絶縁層１１の両面に転写層１５が形成された形態の導電性シート（図２（ｂ））が挙
げられる。
　なお、被転写体は絶縁層１１に限定されず、絶縁性の立体成形体であってもよい。
【００９６】
＜絶縁層＞
　絶縁層１１は、可撓性のない樹脂板、ガラス板などの板状の絶縁性基材を備えて構成さ
れることができる。絶縁層１１は、このような絶縁性基材のみから構成されていてもよい
し、絶縁性基材と、その表面に必要に応じて設けられた他の層とから構成されていてもよ
い。また、絶縁層１１として、例えば液晶モジュールに使われる偏光板などを使用しても
よいし、可撓性のある樹脂フィルム等を採用してもよい。ただし、導電性転写シート１，
１’を使用して、導電層１２を含む転写層１５を転写により形成する方法によれば、絶縁
性基材が可撓性を有さず、フィルムコータなどにより導電層１２をその上に直接形成する
ことが困難な絶縁層１１に対しても、良好に、かつ生産性よく、導電層１２を設けること
ができる。
【００９７】
［絶縁性基材］
　絶縁性基材を構成する樹脂板あるいは樹脂フィルムの樹脂としては、ポリエチレンテレ
フタレート、ポリエチレンナフタレート、ポリプロピレンテレフタレート、ポリブチレン
テレフタレート、ポリプロピレンナフタレート、ポリエチレン、ポリプロピレン、セロフ
ァン、ジアセチルセルロース、トリアセチルセルロース、シクロオレフィンポリマー、ア
セチルセルロースブチレート、ポリ塩化ビニル、ポリ塩化ビニリデン、ポリビニルアルコ
ール、エチレン－酢酸ビニル共重合体、ポリスチレン、ポリカーボネート、ポリメチルペ
ンテン、ポリスルホン、ポリエーテルエーテルケトン、ポリエーテルスルホン、ポリエー
テルイミド、ポリイミド、フッ素樹脂、ポリアミド、（メタ）アクリル樹脂、メチルメタ
クリレートとスチレンの共重合体などが挙げられ、これらの混合物でもよい。
【００９８】
　絶縁性基材としては、透明性、耐候性、耐溶剤性、剛度、コストなどの観点からは、ポ
リエチレンテレフタレートの二軸延伸フィルム、ガラス基板、シクロオレフィンポリマー
または透明性が良好なポリカーボネートなどのシートが好適に利用できる。
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　特に屈曲性が要求される場合には、ポリエチレンテレフタレートの二軸延伸フィルム、
シクロオレフィンポリマーまたは透明性が良好なポリカーボネートなどのシートが好まし
い。また、屈曲性の点からは、これらの絶縁性基材の厚みが１０～２００μｍであること
が好ましい。
【００９９】
　絶縁性基材には各種添加剤が含まれてもよい。添加剤としては、例えば、酸化防止剤、
耐熱安定剤、紫外線吸収剤、有機粒子、無機粒子、顔料、染料、帯電防止剤、核剤、カッ
プリング剤等が挙げられる。これら添加剤は必要に応じて使用されるが、導電性シート１
０をタッチパネルに使用する際には、導電性シート１０の透明性を阻害しない添加物を選
択することが好ましい。
　絶縁性基材の表面には、サンドブラスト処理や溶剤処理等の凹凸化処理、コロナ放電処
理、クロム酸処理、火炎処理、熱風処理、オゾン・紫外線照射処理等の表面酸化処理が施
されていてもよい。
【０１００】
［絶縁層を構成する他の層］
　必要に応じて絶縁性基材の表面に設けられる層としては、例えば、干渉縞対策層、各種
拡散剤を添加した拡散調製層などの光学調整層、接着層１４との密着性を高めるため、イ
ソシアネートなどの反応性物質を添加したアンカー層などが挙げられる。また、転写によ
り絶縁層１１上に導電層１２が設けられた後に、この導電層１２をパターニングする場合
には、絶縁性基材上には、活性エネルギー線が照射された箇所のみ剥離可能な発泡剥離層
１７が設けられてもよい。
　また、絶縁性基材の表面が露出する場合や、工程中、絶縁性基材に生じる表面傷を抑制
する目的などのために、その表面に、樹脂成分を主成分とし、硬質成分を含有するハード
コート層を設けてもよい。
【０１０１】
　ハードコート層の主成分である樹脂成分としては、重合性不飽和基を有するモノマーま
たはオリゴマーの重合体であるアクリル系重合体が好ましい。
　重合性不飽和基を有するモノマーまたはオリゴマーとしては、多官能（メタ）アクリレ
ートであることが好ましく、例えば、ジプロピレングリコールジ（メタ）アクリレート、
１，６－ヘキサンジオールジ（メタ）アクリレート、トリプロピレングリコールジ（メタ
）アクリレート、ポリエチレングリコール（質量平均分子量６００）ジ（メタ）アクリレ
ート、プロピレンオキサイド変性ネオペンチルグリコールジ（メタ）アクリレート、変性
ビスフェノールＡジ（メタ）アクリレート、トリシクロデカンジメタノールジ（メタ）ア
クリレート、ポリエチレングリコール（質量平均分子量４００）ジ（メタ）アクリレート
等の２官能（メタ）アクリレート、ペンタエリスリトールトリ（メタ）アクリレート、ト
リメチロールプロパントリ（メタ）アクリレート、トリメチロールプロパンエトキシトリ
（メタ）アクリレート、ポリエーテルトリ（メタ）アクリレート、グリセリンプロポキシ
トリ（メタ）アクリレート等の３官能(メタ)アクリレート、ペンタエリスリトールテトラ
（メタ）アクリレート、ペンタエリスリトールエトキシテトラ（メタ）アクリレート、ジ
トリメチロールプロパンテトラ（メタ）アクリレート、プロピオン酸変性ジペンタエリス
リトールペンタ（メタ）アクリレート、ジペンタエリスリトールモノヒドロキシペンタ（
メタ）アクリレート、ジペンタエリスリトールヘキサ（メタ）アクリレート等の４官能以
上の（メタ）アクリレートが挙げられる。これらの多官能（メタ）アクリレートは、１種
以上を使用できる。
　ハードコート層の鉛筆硬度を３Ｈ以上にするためには、４官能以上の（メタ）アクリレ
ートを選択することがより好ましい。
　重合性不飽和基を有するモノマーまたはオリゴマーは、熱硬化性でも活性エネルギー線
硬化性でもよい。
【０１０２】
　硬質成分としては、反応性無機酸化物粒子および／または反応性有機粒子が使用される
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。反応性無機酸化物粒子および／または反応性有機粒子を用いると、防汚性、指紋付着防
止性、帯電防止性などを付与できる。
　反応性無機酸化物粒子は、カップリング剤により処理した無機酸化物粒子であり、反応
性有機粒子は、カップリング剤により処理した有機粒子である。無機酸化物粒子または有
機粒子をカップリング剤により処理することにより、樹脂成分であるアクリル系重合体と
の間の結合力を高めることができる。その結果、表面硬度や耐擦傷性を向上させることが
でき、さらに無機酸化物粒子および有機粒子の分散性を向上させることができる。
【０１０３】
　無機酸化物粒子としては、硬度が高いものが好ましく、例えば、二酸化ケイ素粒子、二
酸チタン粒子、酸化ジルコニウム粒子、酸化アルミニウム粒子などを用いることができる
。
　有機粒子としては、例えば、アクリル樹脂、ポリスチレン、ポリシロキサン、メラミン
樹脂、ベンゾグアナミン樹脂、ポリテトラフルオロエチレン、セルロースアセテート、ポ
リカーボネート、ポリアミドなどの樹脂粒子などを用いることができる。
　カップリング剤としては、例えば、γ－アミノプロピルトリエトキシシラン、γ－アミ
ノプロピルトリメトキシシラン、γ－グリシドキシプロピルトリエトキシシラン、γ－グ
リシドキシプロピルトリメトキシシラン、γ－メルカプトプロピルトリメトキシシラン、
γ－アミノプロピルトリエトキシシラン、γ－アミノプロピルトリエトキシアルミニウム
等が挙げられ、１種以上を使用できる。
　カップリング剤の処理量は、無機酸化物粒子および／または有機粒子１００質量部に対
して、０．１～２０質量部であることが好ましく、１～１０質量部であることがより好ま
しい。
【０１０４】
　ハードコート層には柔軟性成分が含まれてもよい。柔軟性成分が含まれていると、導電
性シート１０，１０’を打ち抜き加工する際のクラックの発生をより防止できる。
　ここで柔軟性成分は、分子内に１個以上の重合性不飽和基を有する重合性不飽和基を有
する（メタ）アクリレート類である。前記（メタ）アクリレート類としては、例えば、ト
リシクロデカンメチロールジ（メタ）アクリレート、ビスフェノールＦのエチレンオキサ
イド変性ジ（メタ）アクリレート、ビスフェノールＡのエチレンオキサイド変性ジ（メタ
）アクリレート、イソシアヌル酸のエチレンオキサイド変性ジ（メタ）アクリレート、ポ
リプロピレングリコールジ（メタ）アクリレート、ポリエチレングリコールジ（メタ）ア
クリレート等の２官能（メタ）アクリレート、トリメチロールプロパントリ（メタ）アク
リレート、トリメチルプロパンのプロピレンオキサイド変性トリ（メタ）アクリレート、
トリメチルプロパンのエチレンオキサイド変性トリ（メタ）アクリレート等の３官能（メ
タ）アクリレート、ウレタン（メタ）アクリレート、ポリエステル（メタ）アクリレート
、ポリエーテル（メタ）アクリレート等が挙げられる。特に、３官能（メタ）アクリレー
ト、ウレタン（メタ）アクリレートを選択することがより好ましい。
　これらの（メタ）アクリレート類は、１種を単独で使用することも、２種以上を組み合
わせて使用することもできる。
【０１０５】
＜導電性積層体の製造方法＞
　図２（ａ）および（ｂ）に示すような導電性シート１０，１０’は、被転写体である絶
縁層１１の少なくとも片面上に、導電性転写シート１の接着層１４が接触するように導電
性転写シート１を配置し、その後、剥離性基材１８を剥離する転写法により製造できる。
図３に示す導電性転写シート１’を用いる場合には、剥離性被覆シート１９を剥離してか
ら使用する。
【０１０６】
　転写法としては、ロール転写法、プレス転写法、メンブランプレス転写法などの公知慣
用の加圧および加熱もしくは活性エネルギー線照射の組み合わせにより転写する方法を用
いることができる。
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　ロール転写法は、被転写体に導電性転写シート１の接着層１４が被着するように導電性
転写シート１を配置した後、導電性転写シート１に常温もしくは加熱した加圧ローラーを
接触させ、ローラー回転により、加熱・加圧接着する方法である。
　プレス転写法は、被転写体に導電性転写シート１の接着層１４が被着するように導電性
転写シート１を配置した後、導電性転写シート１に常温もしくは加熱した加圧プレス板を
接触させ、プレスにより加熱・加圧接着する方法である。
　メンブランプレス転写法では、吸着盤上に被転写体をセットし、その上に導電性転写シ
ート１を同様に配置した後、吸着盤により導電性転写シート１と被転写体の間の空気を減
圧し、導電性転写シート１とを被転写体とを馴染ませる。その後、シリコンラバーを有す
るバルーン型加熱プレス盤が降下してシリコンラバーが導電性転写シート１と被転写体に
馴染むように、高熱圧縮エアーを注入し、シリコンラバーを形状に馴染ませ、かつ転写に
必要な熱と圧力を供給し、加熱・加圧接着する。
　なお、接着層１４に活性エネルギー線硬化材料を用いた場合には、上記の手法により擬
似接着をし、さらに活性エネルギー線照射を組み合わせて接着する。
　これらのいずれの方法でも、加熱・加圧接着後、剥離性基材１８を剥離する。
【０１０７】
　なお、被転写体が絶縁性の立体成形体であって、導電性積層体が、立体成形体（被転写
体）上に転写層１５が形成されたものである場合には、射出成形による成形同時転写法も
採用できる。
　この方法では、可動型と固定型とからなる成形用金型内に、導電性転写シート１を接着
層１４を内側にして固定型に接するように送り込み、成形用金型を閉じる。その後、可動
型に設けたゲートより、被転写体を構成する溶融樹脂を金型内に射出充満させ、被転写体
である立体成形体を形成するのと同時に、その表面に導電性転写シート１を加熱・加圧接
着させる。ついで、導電性積層体を冷却した後、成形用金型を開いてこれを取り出す。そ
して、剥離性基材１８を剥離する。
　このように転写法によれば、被転写体が立体的な形状を有し、フィルムコータなどによ
る導電層１２の直接形成が困難な場合にも対応できる。被転写体が立体的な形状である例
としては、表面に微細な凹凸が賦与されているシートや、曲面形状に設計されたディスプ
レイなどが挙げられる。
　転写法については特開２００３－７２２９５号公報などに記載されており、適宜選択し
て採用することができる。
【０１０８】
［３］タッチパネル
　図２（ｂ）の導電性シート１０’を用いることにより、例えば投影型静電容量方式であ
るタッチパネルを製造できる。
　その場合、転写層１５中の各導電層１２は、それぞれ、絶縁層１１の両面側で上部電極
及び下部電極として作用する。これら導電層１２は、それぞれが一軸方向に規則性を有す
るパターンに加工され、且つ、互いのパターンは位置検知のため直交するように配置され
ている。
【０１０９】
　上部電極側となる導電層には、図示略の粘着層を介してガラスやフィルムなどの透明素
材からなるカバー部材（透明シート）が貼合される。下部電極側となる導電層には、例え
ば液晶モジュールの偏光板面と貼合されるため、図示略の粘着層が積層される。
　なお、各導電層には、引き出し電極層が備えられ、引き出し電極層とＦＰＣ（フレキシ
ブル配線板）コネクタとが接続され、更にＦＰＣコネクタはＦＰＣなどにより静電容量検
出回路に接続され、タッチパネルが構成される。
　なお、タッチパネルの構成は、製造メーカーや機種毎に多様であるため、これに限定さ
れるものではない。
【０１１０】
　このように例えば図２（ｂ）の導電性シート１０’を用いることにより、容易に、液晶
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モジュールに用いるような投影型静電容量方式のタッチパネルを製造することができる。
　なお、タッチパネルにおける粘着層には、例えば、天然ゴム系粘着剤、合成ゴム系粘着
剤、アクリル系粘着剤、ウレタン系粘着剤、シリコーン系粘着剤などが使用できる。また
、溶剤系、エマルジョン系、水系のいずれであってもよい。また、粘着層は各種コーター
などを用いて形成できる。
【０１１１】
　以上説明したように、図示例の導電性転写シート１，１’の転写層１５は、ポリチオフ
ェン系導電剤または銀ナノワイヤ系導電剤を有する導電層１２と接着層１４との間に、接
着層１４よりも破断伸度が小さく、破断強度が大きい中間層１３を備えている。この中間
層１３は、転写時には、中間層１３が導電層１２の転写による損傷を抑える緩衝層として
作用する。よって、このような導電性転写シート１，１’を用いることによって、導電層
１２を損傷させることなく、被転写体に転写することができる。そして、優れた導電性を
備えた導電性シート（導電性積層体）１０，１０’やタッチパネルを製造することができ
る。
　また、このような転写法によれば、フィルムコータなどにより導電層１２をその上に直
接形成することが困難な被転写体、例えば可撓性を有しない樹脂板やガラス板などの他、
伸びや断裂が生じやすい薄いフィルムや延伸フィルム、耐熱性の低いフィルムなどに対し
ても、良好に、かつ生産性よく、導電層１２を設けることができる。
【実施例】
【０１１２】
　以下に実施例を挙げて本発明をより具体的に説明するが、もちろんこれらに限定される
ものではない。なお、例中の「％」「部」は、特に断わらない限り質量％もしくは質量部
を示す。なお、各種測定は特に指定が無ければ２３℃５０％ＲＨ環境下で実施した。
【０１１３】
［実施例１］
（剥離性基材）
　厚さ５０μｍの光学用ＰＥＴフィルム（東レ株式会社製、ルミラーＴ６０）をそのまま
剥離性基材として使用した。
【０１１４】
（導電性転写シートの作製）
（１）導電層の形成
　（３，４－エチレンジオキシチオフェン）をポリスチレンスルホン酸の存在下で重合さ
せた導電性物質（ＰＥＤＯＴ－ＰＳＳ）を含む水分散液と、バインダー成分となるポリス
テル系樹脂（東洋紡株式会社製、バイロナールＭＤ１２００）、界面活性剤（信越化学工
業株式会社製、レベリング剤ＫＰ－１１０）を、固形分として１：１：１の質量比で混合
し、メタノールで希釈して、固形分濃度１％の混合液Ａとした。この混合液Ａと、エポキ
シ系シランカップリング剤（信越化学工業株式会社製、ＫＢＭ４０３）を水／メタノール
＝５０／５０混合液で希釈して１％溶液としたものとを、１００：３０の質量比で混合し
、導電層形成用の塗布液を調製した。
　この塗布液を、剥離性基材として用いる厚さ５０μｍの光学用ＰＥＴフィルム（東レ株
式会社製、ルミラーＴ６０）の表面（剥離性表面）に、乾燥厚みで約０．２μｍとなるよ
うにバーコーターで塗工後、乾燥して表面抵抗２７２Ω／ｓｑ（ＪＩＳ　Ｋ７１９４準拠
）を有する導電層１２を得た。
【０１１５】
（２）中間層（アクリル系紫外線硬化型中間層（厚さ３μｍ））の形成
　次に、導電層の表面に、紫外線硬化型アクリル系塗料として、６官能アクリレート（商
品名ＤＰＨＡ、ダイセル・サイテック株式会社製）６４部とジエチレングリコールアクリ
レート（商品名ＳＲ２３０、サートマー社製）を２７部、光重合開始剤（商品名イルガキ
ュア１８４、ＢＡＳＦ社製）４部、光安定化剤（商品名チヌビン１５２、ＢＡＳＦ社製）
４部、希釈溶剤としてＭＩＢＫを５１部、シクロヘキサノンを５１部調合した塗布液（塗
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剤）をバー塗工し、８０℃３分加熱後、高圧水銀ランプ紫外線照射機（アイグラフィック
ス株式会社製）にて、８０ｗ／ｃｍ、ベルトスピード３０ｍ／分で紫外線照射し、厚さ３
μｍの中間層１３を形成した。
　なお、別途、厚さ３８μｍのＰＥＴ剥離フィルム（品名：３８ＲＬ０７（２）、王子特
殊紙株式会社製）の剥離加工面に、上述と同様にして中間層を直接形成した。そして、中
間層をＰＥＴ剥離フィルムから剥離して、中間層の単層サンプルを得た。この単層サンプ
ルのＭＤ方向の破断強度及び破断伸度を、ＪＩＳ　Ｋ７１２７に基づき、試験片形状２型
（幅１０ｍｍ）、掴み間隔１００ｍｍ、標線間隔５０ｍｍ、引張速度２００ｍｍ／分で測
定したところ、破断強度は５．１ＭＰａ、破断伸度は３％であった。
【０１１６】
（３）接着層（アクリル系感圧接着層（厚さ２５μｍ））の形成
　攪拌機、温度計、還流冷却機、滴下装置、窒素導入管を備えた反応装置に、窒素ガスを
封入後、溶媒である酢酸エチルを添加した。次いで、反応装置内に、アクリル単量体であ
るブチルアクリレート６５質量部、メチルアクリレート３５質量部、アクリル酸２部と、
重合開始剤である２，２’－アゾイソブチロニトリル０．１質量部を添加し、攪拌しなが
ら窒素ガス気流中、溶媒の還流温度で８時間重合した。反応終了後、トルエンを添加して
アクリル重合体溶液を得た。このアクリル重合体固形分１００質量部に、光安定剤として
ヒンダードアミン系化合物（品名：ＴＩＮＵＶＩＮ１４４、ＢＡＳＦ社製）２．０質量部
、さらに酸化防止剤としてヒンダードフェノール系化合物（商品名：ＩＲＧＡＮＯＸ　１
５２０Ｌ、ＢＡＳＦ社製）０．０８質量部を添加して接着剤主剤とした。
　次いで、該接着剤主剤固形分１００質量部に対して、架橋剤であるトリレンジイソシア
ネート（品名：コロネートＬ、日本ポリウレタン社製）１部、波長３５３ｎｍに極大吸収
波長を有するベンゾトリアゾール系液状紫外線吸収剤（品名：ＴＩＮＵＶＩＮ１０９、Ｂ
ＡＳＦ社製）４．０質量部を混合して接着層形成用の塗布液を得た。本塗布液をアプリケ
ーターバーにより中間層の表面に塗工し、１００℃で５分間乾燥させ、厚み２５μｍの接
着層を形成した。
　次いで、該接着層の表面に、ＰＥＴ剥離フィルム（品名：３８ＲＬ０７（５）、王子特
殊紙株式会社製）を貼合して剥離性被覆シートを設けた後、室温で１週間放置し、剥離性
基材／導電層／中間層／接着層／剥離性被覆シートの構成を有する導電性転写シートを作
製した。
　なお、別途、厚さ３８μｍのＰＥＴ剥離フィルム（品名：３８ＲＬ０７（２）、王子特
殊紙株式会社製）の剥離加工面に、上述と同様にして接着層を直接形成した。そして、接
着層をＰＥＴ剥離フィルムから剥離して、接着層の単層サンプルを得た。この単層サンプ
ルのＭＤ方向の破断強度及び破断伸度を、ＪＩＳ　Ｋ７１２７に基づき、試験片形状２型
（幅１０ｍｍ）、掴み間隔１００ｍｍ、標線間隔５０ｍｍ、引張速度２００ｍｍ／分で測
定したところ、破断強度は０．７ＭＰａ、破断伸度は７００％であった。
【０１１７】
（導電性積層体の作製）
　得られた導電性転写シートより剥離性被覆シートを剥がし、常温ロール転写法にて接着
層側を厚さ０．５ｍｍの光学用ガラス板に転写した後、剥離性基材を剥離し、透明導電性
積層体を得た。
【０１１８】
（導電層のパターニング）
　続けて、導電層にフォトレジスト用ドライフィルムを貼合せ、石英マスクを重ね合わせ
て、前述の紫外線照射装置にてランプ高さ１３ｃｍ、１６０ｗ／ｃｍ、ベルトスピード８
ｍ／分で紫外線を照射する処理を施した。石英マスクのパターンは、導電層が幅０．５ｍ
ｍ、長さ１１０ｍｍのライン状に、間隔１０ｍｍで並行に１０本並ぶテストパターンとし
た。続けて有機ポリマー型導電層用エッチング液を用いて導電層の一部を未硬化部のレジ
ストと一緒に除去後、残りのレジストフィルムも剥離して、パターニングされた転写導電
層を有する導電性積層体を得た。
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【０１１９】
（導電層の評価）
　導電層の導電性確認用に、各ラインに両端部の間隔が１００ｍｍとなるよう銀ペースト
（藤倉化成株式会社製、ドータイトＦＡ―４０１ＣＡ）にて５ｍｍ角の引き出し電極を作
製し、１０本のラインにつき、個々の抵抗値を測定した。測定結果は、断線によりレンジ
オーバーとなったラインの結果を除き、平均値を算出し、断線ラインの本数と併せて表１
に示す。
【０１２０】
［実施例２］
　導電層のパターニングを、転写後の導電性積層体に対してではなく、剥離性基材に導電
層を形成した直後に実施したこと以外は、実施例１と同様にして導電性転写シートを得て
、パターニングされた転写導電層を有する導電性積層体を作製し、評価した。結果を表１
に示す。
【０１２１】
［実施例３］
（剥離性基材の作製）
　シート状基材１６として、厚さ５０μｍの易接着ポリプロピレンフィルム（商品名ＫＭ
Ｐ－１２２＃５０、王子特殊紙株式会社製）を用い、コロナ処理面のシート状基材１６上
に、長鎖脂肪族ペンダント構造を有する紫外線硬化型ウレタンアクリレート樹脂系剥離剤
（商品名ＴＡ３７－２２７Ｅ、日立化成ポリマー株式会社製）をバー塗工し、８０℃６０
秒加熱後、前述の高圧水銀ランプ紫外線照射機を用いて、ランプ高さ１３ｃｍ、１６０ｗ
／ｃｍ、ベルトスピード１５ｍ／分、窒素雰囲気下にて紫外線照射を２回行い、厚さ１μ
ｍの剥離層１７を硬化形成し、剥離性基材１８を作製した。この剥離性基材１８を用いた
事以外は、実施例１と同様にして導電性転写シート１’を得た。
　なお、得られた導電性転写シート１’の導電層１２の表面抵抗は２７５Ω／ｓｑであっ
た。
　続けて、得られた導電性転写シート１’より剥離性被覆シート１９を剥がし、常温ロー
ル転写法にて厚さ０．５ｍｍの光学用ガラス板に転写した後、剥離性基材１８の側から前
述の紫外線照射装置にて、１６０ｗ／ｃｍ、ベルトスピード８ｍ／分、２回照射を実施し
て紫外線硬化型の剥離層１７の剥離力を安定化した後、剥離性基材１８を剥離し、透明導
電性積層体を得た事以外は、実施例１と同様にして、導電層１２のパターニングを実施し
、パターニングされた転写導電層１２を有する導電性積層体を作製し、評価した。結果を
表１に示す。
【０１２２】
［実施例４］
（剥離性基材の作製）
　剥離層１７の形成時に実施する紫外線照射を１回に減らした事以外は、実施例３と同様
にして導電性転写シート１’を得た。
　なお、得られた導電性転写シート１’の導電層１２の表面抵抗は２７９Ω／ｓｑであっ
た。
　続けて、得られた導電性転写シート１’より剥離性被覆シート１９を剥がし、常温ロー
ル転写法にて厚さ０．５ｍｍの光学用ガラス板に転写した後、剥離性基材１８に前述の石
英マスクを重ね合わせて、その表面にランプ高さ１３ｃｍ、１６０ｗ／ｃｍ、ベルトスピ
ード８ｍ／分で３回照射することにより、紫外線硬化型の剥離層１７の剥離力を部分的に
高めた後、剥離性基材１８を剥離し、パターニングされた転写導電層１２を有する導電性
積層体を作製し、評価した。結果を表１に示す。
【０１２３】
［実施例５］
　中間層の構成と接着層の構成とを変更した以外は、実施例１と同様にして、導電性転写
シートを作製し、これを用いた転写により透明導電性積層体を製造し、ついで導電層のパ
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様に評価した。結果を表1に示す。
　なお、中間層、接着層は次のようにして形成した。
　導電層の表面に、メチルエチルケトンにて固形分濃度５０質量％に希釈したアクリル系
紫外線硬化型フィルムコート剤（ＤＩＣ株式会社製、ユニディックＲＣ２９－１１７）を
バー塗工後、８０℃３分間乾燥してから、前述の高圧水銀ランプ紫外線照射機にて、８０
ｗ／ｃｍ、ベルトスピード１０ｍ／分で紫外線照射し、厚さ５μｍの中間層１３を形成し
た。
　ついで、中間層の表面に、無溶剤型アクリル系紫外線硬化型接着剤（ＤＩＣ株式会社製
、ユニディックＶ－９５１０）をアプリケーターバーにより中間層の表面に塗工し、窒素
雰囲気下で前述の高圧水銀ランプ紫外線照射機にて、８０ｗ／ｃｍ、ベルトスピード１０
ｍ／分で紫外線照射し、厚さ５０μｍの接着層を形成した。
　なお、実施例１と同様にして得られた中間層の単層サンプルと接着層の単層サンプルに
ついて、実施例１と同様にしてＭＤ方向の破断強度及び破断伸度を測定したところ、中間
層は破断強度４．１ＭＰａ、破断伸度８％で、接着層は破断強度０．６ＭＰａ、破断伸度
５００％であった。
【０１２４】
［比較例１］
　接着層１４に使用される成分のうち、架橋剤であるトリレンジイソシアネートの添加量
を１部から５部に増量した点、中間層１３を形成するための塗布液として紫外線硬化型ア
クリル樹脂（商品名ユピマーＨＨ０２００、三菱化学株式会社製）を単独で用い、厚さ１
μｍの中間層１３とした点以外は、実施例１と同様にして導電性転写シートを得て、パタ
ーニングされた転写導電層を有する導電性積層体を作製し、評価した。結果を表１に示す
。
　なお、得られた導電性転写シートの導電層１２の表面抵抗は２７６Ω／ｓｑ、単層サン
プルにて測定した中間層の破断強度は１．１ＭＰａ、破断伸度は４５％、接着層の破断強
度は１．３ＭＰａ、破断伸度は３３０％であった。
【０１２５】
［比較例２］
　中間層を形成しなかったこと以外は比較例１と同様にして、導電性転写シートを得て、
パターニングされた転写導電層を有する導電性積層体を作製し、評価した。結果を表１に
示す。
　なお、得られた導電性転写シートの表面抵抗は２８１Ω／ｓｑであった。
【０１２６】
［比較例３］
　中間層を形成しなかったこと以外は実施例１と同様にして、導電性転写シートを得て、
パターニングされた転写導電層を有する導電性積層体を作製し、評価した。結果を表１に
示す。
　なお、得られた導電性転写シートの導電層１２の表面抵抗は２７８Ω／ｓｑであった。
【０１２７】
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【表１】

【０１２８】
　表１に示すように、転写により形成された実施例１～５の導電性積層体のパターニング
された転写導電層は、ライン抵抗が低く、良好な導電性能が維持されていることが確認さ
れた。一方、比較例１～３の場合、導電性転写シートの導電層の表面抵抗は、実施例１～
５とほぼ同等であるにも拘わらず、転写後の導電層は、ライン抵抗が高いものや断線した
ラインが見られ、転写工程により、導電層が損傷を受けた事が確認された。
【符号の説明】
【０１２９】
１，１’　導電性転写シート
１０，１０’　導電性シート（導電性積層体）
１１　絶縁層
１２　導電層
１３　中間層
１４　接着層
１５　転写層
１７　剥離層
１８　剥離性基材
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